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(3)その他 
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○今野センサス統計調整官 それでは、定刻より若干早いですけれども、皆様おそろいの

ようですので、ただいまから第２回農林業センサス研究会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方におかれましては、本日、ご多忙の中ご出席いただきまして、まことにあ

りがとうございます。また、本日はこのような遅い時間にもかかわらずご出席いただきま

して、重ねて御礼を申し上げたいと思います。 

 それでは、初めに、第１回研究会に所用のためご出席できませんでした２名の委員をご

紹介させていただきます。 

 東京大学大学院農学生命科学研究科准教授でいらっしゃいます安藤光義委員です。 

○安藤委員 安藤です。よろしくお願いします。 

○今野センサス統計調整官 九州大学大学院農学研究院教授でいらっしゃいます、佐藤宣

子委員です。 

○佐藤委員 佐藤です。よろしくお願いします。 

○今野センサス統計調整官 続きまして、本日の議題、２つ目にございます、今後の農林

業センサスのあり方についてにおきましてご提言をいただきます３名の有識者の皆様をご

紹介いたします。 

 社団法人中央畜産会経営支援部主査でいらっしゃいます、吉村秀清委員です。 

○吉村委員 吉村です。よろしくお願いいたします。 

○今野センサス統計調整官 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構北海道農業研

究センター上席研究員でいらっしゃいます、細山隆夫委員です。 

○細山委員 細山です。よろしくお願いします。 

○今野センサス統計調整官 明治大学農学部食料環境政策学科専任講師でいらっしゃいま

す、橋口卓也委員です。 

○橋口委員 橋口です。本日はよろしくお願いいたします。 

○今野センサス統計調整官 また、事務局側といたしまして、本日は統計部、神山管理課

長が出席しておりますので、紹介させていただきます。 

○神山管理課長 神山でございます。どうぞよろしくお願いします。 

○今野センサス統計調整官 次に、本日の資料でございます。皆様のお手元にお配りして

おります資料の議事次第が最初についていると思います。１枚めくっていただきまして、

配布資料一覧がございます。資料と参考資料に分かれておりますが、資料は資料ナンバー

１から６まで、そして参考資料は１と２の２種類ということで配布をさせていただいてお
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ります。 

 資料の漏れや不備な点等ございましたら、大変恐れ入りますが、お気づきになった際に

事務局までお知らせ願えればと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これより議事に入りたいと思います。小田切座長、よろしくお願いいたしま

す。 

○小田切座長 それでは、第２回研究会ということで、よろしくお願いいたします。 

 大変遅くからということになりましたが、全員出席の奇跡的な時間でございますので、

この時間を有効に使ってまいりたいと思います。 

 特に３名のアドホックメンバーの皆様方、遠路お越しいただきましてありがとうござい

ました。 

 お手元の議事次第にありますように、今日のメイン議題は２番目の今後の農林業センサ

スのあり方であります。少ししゃれた言葉で言えば未来センサスということになりますで

しょうか。この場を使って今後に向かって課題を確認していくというそんな作業が今日で

きればというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それに先立ちまして、まず第１の議題でございますが、農林業センサスの変遷と現在の

仕組みということで、事務局サイドで大変ご苦労いただきまして幾つかの資料を作ってい

ただきました。その説明をお願いしたいと思います。これ以降は矢口補佐、星下補佐、ま

ず矢口補佐からでしょうか、お願いいたします。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 農林業経営体調査を担当する矢口です。

私からは、農林業経営体調査の変遷についてということで、資料１でご説明いたします。

また、参考資料１で農業経営体の概念図、参考資料２で農林業センサスと耕地面積統計の

比較を参考としてつけておりますので、あわせてご説明いたします。 

 まず、資料１についてですけれども、1950年にＦＡＯが提唱しました1950年世界農業セ

ンサスに参加して、農業センサスとして本格的に実施が始まりました。1960年には世界農

林業センサスとして林業センサスもスタートしまして、現在につながる基礎的な体系が確

立されているということでございます。 

 農業に関する調査につきましては、農業事業体調査としまして５年ごとに実施してきて

おり、農家調査と農家以外の農業事業体調査として、都道府県への法定受託事務として、

当時は調査員等による面接調査として実施しております。 

 林業に関する調査につきましては10年ごとに実施してきておりまして、林家調査と林業
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以外の林業事業体調査として実施してきております。 

 このような中で、真ん中にこれまでの主な変更内容を示しております。図の上にあると

おり、センサスを取り巻く状況としましては様々な配慮すべき要因というのがございまし

て、これまで変更されてきたということでございます。特には財政的な制約が大きく、調

査を効率的に実施するために、1980年には調査項目の一部を自計申告化、2000年には全面

自計申告化を図り、調査員等の負担を減らしてきております。 

 また、1990年には農家を販売農家と自給的農家に区分し、自給的農家につきましては項

目を限定して調査することに変更しております。その一方で、農林作業を受託する組織、

農業サービス事業体や林業サービス事業体等を調査対象に加えているということでござい

ます。 

 2005年には経営体概念を導入し、農業と林業を一元的に農林業経営体調査として実施す

ることとしまして、林業についても森林・林業基本計画の見直しに合わせ、５年ごとの実

施に変更しております。 

 2010年には、調査対象者の記入負担、調査員や市区町村での審査負担の増大に対しまし

て、調査者負担の軽減を図るため調査項目をおよそ半減してきているということでござい

ます。 

 このような流れの中で2015年については、基本的には調査対象、調査系統、調査方法は

前回と同様にというふうに考えておりますが、課題としまして、まず１つには、東日本大

震災被災地の調査の検討。また２つ目に、予算の効率化に向けまして調査票のＯＣＲ化。

３つ目として、実施体制の労力の負担の軽減に向けて調査スケジュールの前倒し、試行調

査で実施する山間部等で一部郵送調査化の検討。調査項目につきましては、品目別面積の

把握や、６次産業化によるビジネスサイズの把握項目の追加などを行ってまいりたいとい

うふうに考えているところでございます。 

 続きまして、参考資料の１ですけれども、参考資料１につきましては、集落営農を含め

ました農業経営体と農家の概念図ということで整理しました。まず、農業経営体につきま

しては家族経営体と組織経営体に区分されております。それぞれ法人、非法人があり、家

族経営体は一戸一法人と法人でない個人経営体、組織経営体は法人組織と非法人の組織経

営体があります。一戸一法人と法人の組織経営体が法人経営体ということでございます。 

 また、集落営農ですが、組織経営体の中に含まれておりまして、法人、非法人のところ

にこの赤枠、赤字で示したとおりでございます。これは別途調査しております集落営農実
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態調査により概念上整理したものであります。集落営農実態調査では幅広く把握している

ということで、農業経営体に該当しない集落営農もあるということでございます。 

 また、左に農家の概念図として整理しておりますけれども、農家には販売農家と自給的

農家がありまして、また調査票とは別の客体候補名簿により、農家以外に土地持ち非農家

というのも把握しておるところでございます。販売農家とは、家族経営体のうち販売農家

の基準を満たした経営体ということになります。 

 続きまして、参考資料２ですけれども、農林業センサスの経営耕地面積と耕地面積統計

の差は何かということを整理したものでございます。まず、耕地面積統計につきましては

全国の田畑すべての結果であるということでございます。 

 一方、農林業センサスでは、調査票で把握している農業経営体の経営耕地面積以外にも

調査客体候補名簿によりまして、自給的農家や土地持ち非農家の面積を把握しているとい

うことでございます。 

 また、耕作放棄地面積の一部、農家としては今後作付する考えはないというものの何ら

かの管理がなされ耕作可能な面積が一部ある一方、調査客体候補名簿で把握しない５ａ未

満の農地所有者など、この図の白い部分、センサス対象外などがあるということでござい

ます。 

 私からは以上です。 

○星下農林業センサス統計第２班担当課長補佐 農山村地域調査を担当しています星下と

申します。よろしくお願いします。引き続き私のほうから資料２を用いまして、農山村地

域調査の変遷についてご説明させていただきます。 

 農山村地域調査のうち農業集落調査を農林業センサスの中で実施しましたのが1960年の

センサスからでございます。以後、2000年まで10年ごとに農業集落を対象としまして、一

部市街地等で農家が点々としている地域、いわゆる農家点在地というふうに呼んでおりま

すが、そこを除いたすべての集落において調査を実施してまいりました。調査方法としま

しては、農業集落の精通者の方への職員による聞き取り調査ということで実施しておりま

す。これが2000まで10年ごとに実施をいたしました。 

 あわせて、林業の調査に関しましては林業地域調査、これまた1960年から林業センサス

を実施しています、10年ごとに2000年まで林業地域調査を実施しておりました。対象とし

ては市区町村でございますが、これも基本的には職員による面接調査ということで実施を

しております。 
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 農山村地域調査の一番最初の大きな変動と言いますか、これが2005年の農林業センサス

のときに、先ほど経営体調査で経営体概念を導入したのが2005年でございますが、このと

きに農業集落調査と林業地域調査を統合しまして、農山村地域調査ということで実施をい

たしました。 

 これについては、市区町村調査票と農業集落調査票の２つの調査票を使って、これまで

の林業地域調査あるいは農業集落調査で調査の対象としていた、あるいは調査の項目とし

ていた内容について調査を実施してきております。 

 なお、この2005年の農林業センサスのときには、農業集落調査の一部をセンサスの付帯

調査ということで、農村集落調査という５分の１の標本調査で実施をしております。 

 ２回目の大きな変動が、2010年の世界農林業センサスのときであります。2005年までは

職員の面接聞き取り調査によって実施をしてまいりましたけれども、2010年に至りまして、

流れと言いますか、職員の大幅な削減というような状況等もありまして、市区町村調査に

ついては市町村に対する往復郵送調査、それから農業集落調査については調査員調査とい

うことで実施をいたしました。この際に、調査項目のところに書いておりますけれども、

市区町村で把握できる項目に調査項目を限定しました。農業集落調査につきましても、調

査員調査あるいは自計調査に対応した調査項目の内容ということで減量化をしたというと

ころがあります。 

 2015年の農林業センサスにつきましては、基本的に2010年を踏襲して実施したいという

ふうに考えております。 

 ２枚目でございますが、Ａ３の横長の紙があります。これはちょっと１枚にまとめてし

まったものですから非常に見づらくて申しわけないのですけれども、２番目の議題の中で

調査項目等についてご議論いただくかというふうに思いまして、調査項目の流れを農業集

落調査のほうの調査項目を一覧表にしたものでございます。先ほど申し上げましたとおり、

2005年、2010年でかなりスリム化しておりますので、●がついているのがかなり少なくな

っているということで、参考までにご覧いただければというふうに思います。 

 以上です。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。それでは、ただいまの事務局の説明につ

いてご質問ご意見等をいただきたいというふうに思います。いかがでしょうか。皆様方の

よく知っていること、あるいは今日初めて聞いたこともあろうかと思います。よろしいで

すか。では、大山委員お願いいたします。 
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○大山委員 経営体調査のほうですけれども、資料１－１の2015年調査に向けてというと

ころで、新たな施策ニーズへの対応として６次産業化によるビジネスサイズの把握という

のがあります。確認でちょっとお聞きしたいのですけれども、今までの調査では法人組織

など制度的な枠組みでできているもののトレースというかフォローはしているとして、昨

今、これからの日本は医療、農業、サービス業だという政策的なかけ声で、流通業界とか

食品業界とかいろいろな業態が、いろいろな形で農家と一緒に事業をやるとか、いろいろ

な経営体がいろいろなやり方が出てきていると思うのです。新たに出てきている農業経営

体で実際に農業をしている人たちの網羅というか、把握は今までに行われたセンサスでは

十分なのか、あるいは新しく出てきた経営体には漏れがあると思われるのか、そういう点

をちょっとお聞きしたいということでございます。 

○小田切座長 矢口補佐、お願いいたします。なかなかお答えづらいことかもしれません

が、ぜひ率直にお願いいたします。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 農林業経営体調査の対象につきましては、

まず前回の名簿を活用しまして、それをもとに各種の行政資料なり、もちろん最初にはま

ず統計部で実施、省内で実施する統計調査の名簿等を活用しまして、その中で新たに出て

来た客体などは補足しているところでございます。 

 ただ、昨今の状況の中で、どれだけいろいろな業態の中から参入しているところをとら

えられるかといったことにつきましては、またさらにその名簿の整備なりを行うことで強

化していきまして、今省内でも各部局に投げておりますが、使えるような名簿を上げてい

ただき補足していきたいと思いますし、また経済センサス活動実態調査のほうで、農林業

の関係を調査もしておりますので、そういったものをうまく活用しながらとらえていきた

いというふうに考えております。 

○大山委員 わかりました。ありがとうございました。 

○小田切座長 どのように網羅的なリストをつくるのか、調査対象を漏らさないのかとい

うこと、未来センサスでも大変重要な論点だと思います。 

 あわせて、どうでしょうか。田中委員、今の論点、逆にお尋ねしますが、市町村の立場

から見て日々生まれている新しい農業経営体、こういうものがどのように把握されている

のか。当然今まで考えられなかったような業態からの参入もあるわけですので、そのあた

りの苦労話も含めて少しいただければと思います。 

○田中委員 田中でございます。新しい農業経営体の把握についてですが、いろいろな分
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野を横軸を通した形でとらえるということは難しいであろうと思います。実査では、国の

ほうからいただきました名簿、プレプリントしていただいた名簿をもとに、１週間程度で

調査員が一軒一軒当たっていきます。調査の客体への聞き取りは、候補者名簿がメインに

なっていると思いますので、そこに新しい業態があることを発見していくというところま

では、恐らく至っていないであろうというふうに思います。やはり、ほかの行政情報など

から横軸を通した形で事前に、総合的にとらえておく必要性があるのかなと思っておりま

す。 

○小田切座長 ありがとうございました。いずれにしても、今後に向けて大きな課題があ

るということは確認できたような気がします。 

 どうでしょうか、吉田委員お願いいたします。 

○吉田委員 今の点につきましては、私ども企業で参入されていると、基本的には法に基

づいているので、生産法人をつくっていただく、あるいは農地法が変わってから解除条件

つきで入ってくるので、それは基本的にはつかんでおりますのでわかると思います。 

 ただ、１つ問題は、我々の中の連絡が悪いのかもしれませんが、センサスの調査の際に

は、我々の中で統計の部門を通って市町の統計のところにいくのですね。客体の名簿を全

部見せられて落ちがありますかというようなチェックが必ずしもあるかどうかというと、

私自身は今まで何度か見ましたけれども、個別の個人情報的なこともございますので、な

かなか人に見せるものではないというようなこともありますでしょう。情報をいろいろな

ところから集める、市町村においても農業関係のところの情報を確実に拾う、県において

も拾うということをすれば、かなり落ちなく拾えるのではないかと思いますので、そうい

う意味では今、省内で聞いておられるということでありますが、県、市町においてもぜひ

そういうことをしていただくようにお願いしたいと思っております。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。矢口補佐、何かありますか。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 実際、県なり市町村での作業としても名

簿の整理というのはございますので、その中で県なり市町村が持っている情報をそこでも

活用していただいて、補足をしていただくということで対応していきたいというように思

っています。 

○小田切座長 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。今の事務局のご説明

の範囲内ということですが、いかがでしょうか。梅本委員、お願いいたします。 

○梅本委員 今の議論とも関係するかと思うのですが、農業サービス事業体ですね。農地
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は権利関係がありますので、それで把握するという点があると思うのですけれども、農業

サービス事業体というのをどういうふうにとらえていくべきかというのが１つの議論にな

るかなと思うのです。90年から調査している農業サービス事業体は参考資料１の右側の経

営体調査の非法人の組織経営体につながっているというふうに考えればよろしいのでしょ

うか。その辺の、農業サービス事業体の継続性というのですか、あるいはとらえ方なりは、

これはどういうふうに整理をなさっておられるのでしょうか。 

○小田切座長 お願いいたします。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 基本的には過去から継続されているとこ

ろを調査していくということでございまして、その補足というか、当然新しくできたとこ

ろについては、情報に基づいて追加していくということでございます。 

○小田切座長 安藤委員、お願いいたします。 

○安藤委員 今の梅本先生の質問を受けてなのですけれども、専業的な農業者の間でいろ

いろなネットワークをつくって新しいことをやろうという動きがかなり出てきていると思

うんですよね。それが農業サービス事業体として把握されるのか、あるいは個々の農業経

営の中の１つの部門として把握されるのか、多分そうしたネットワーク的な組織が主役と

なっている、中心になっている農家の手を離れて、だんだん自立性を持ってきているよう

に見えるのですけれども。そういうものがかなり重要な意味を持っていて、そこを把握し

たいのですが、多分それは調査客体名簿をそろえながら、ここにそういう経営がある、そ

ういう事業を行っている対象があるというのはなかなか把握しにくいのですよね。 

 多分こういう調査のやり方というのは、基本的に世帯側を前提としてつくってきたセン

サスでしたよね。それに対して、それとは違う組織がいろいろと増殖し始めていて、そこ

がかなり重要な意味、役割を果たしているとすると、そこもできればつかまえていきたい

なと。ただ、どうやってそれを客観的に把握できるかというと、これまでであれば世帯レ

ベルの村があってそこから押さえることができたのですけれども、そういうことができに

くいものが少しずつですが、伸びてきていると思うのですよね。農地に関しては権利関係

があれば把握できますけれども、そうではないものをどう押さえるかということも、多分

サービス事業体なんかでは、もしかしたら問われてくるかなということを、今思うと先生

からの質問を聞いてちょっと思ったので。 

 ただ、そんなに数は多くないと思いますので、そこを掘り出して調べるほどの労力をか

ける必要があるかどうかというと、ちょっとクエスチョンのところがあるかもしれません。
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そういう組織がかなり出てきていることは事実なので、そこは少し気にはなっているとい

うことです。 

○小田切座長 ありがとうございました。まさに今の論点は、未来センサスにかかわるポ

イントだと思います。従来の販売組織が単なる販売組織ではなく、それぞれの経営体に重

層的にネットワーク型で生産過程の一部までかかわっているということですね。確かに私

どもそういうところをよく見るのですが、場合によってはそこが把握されていない可能性

があります。そういった重層的な構造をセンサスという仕組みの中でどういうふうにつか

むのかという、この後のテーマの１つの大きな課題と認識しています。 

 それでは、議論が既にそちらのほうに入っておりますので、それでは２番目の議題であ

ります将来のセンサスについて、先ほどご紹介いただきました３名の方々からのご意見を

聞きながら、将来のセンサスに向けて、この将来というのは具体的に言えば2015年だけで

はなく、場合によったら2020年も25年も、そういうタイムスパンで考えていきたいという

ふうに思いますが。そうした将来のセンサスに向けて、私たちがそういう内容を考えるべ

きなのか、そういったことを議論していきたいというふうに思います。 

 それでは、ご説明は吉村委員、細山委員、橋口委員の順番で、各委員既にお願いしてお

りますように15分程度、これは大変恐縮ですが時間厳守でお願いできればというふうに思

います。それでは、まず吉村委員からお願いいたします。 

○吉村委員 吉村でございます。それでは、私のほうからご報告をさせていただきます。

私はちょっと思い込みが強い人間なものですから、やや今日のご説明も自分の思い込みだ

けでお話しすることがあると思いますけれども、ご了承をいただきたいと思います。 

 それでは、まず私のペーパーの１ページ目からご説明をいたします。これからの農林業

センサスを考えるということですので、まずその基本的なことから、皆さんご承知だと思

いますが、少し振り返りながら、センサスというのは一体どういう役割を今後持たせれば

いいのかということを考えてみたいというふうに思います。 

 まず、１番の農林業センサスの基本的な役割ということで、そこに①、②、③と、これ

は常に言われることでございます。まず、第１点が農業生産に係る総資源量の把握。量で

すね、量が抜けております。それから２番目が、他の農林統計の母集団整備の役割を担う。

つまり、標本調査実施のための母集団整備ということが２番目の役割。それから３番目が、

農業生産構造、あるいは農業就業構造を明らかにするということが大きな役割だろうと。

通常はこの３つを基本的な役割というふうに言われておりますけれども、さらに最近のこ
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とを考えますと、４番目の小地域統計の提供ということも、私は大きなセンサスの役割で

はないかというふうに考えております。 

 これは１つには、センサスは悉皆調査、全数調査ですので、非常に微細な地域までの集

計が可能だということで、ほかには見られない旧市町村別の統計ですとか、農業集落別の

統計が公表されるわけですね。特に農業集落別統計なんていうのは、世界的にも類を見な

いような優れた統計というふうに言われております。これは日本の農業が集落をベースに

発展をしてきたという、そういうことによってこういう統計が作成されているわけですけ

れども、政策上もこの集落単位を、例えば集落営農のように集落を単位とした政策展開が

なされるということがあって、これはセンサスとしては非常に大きな役割を担っていると

いうことだろうというふうに理解をしたいと思います。 

 さらに今後のことを考えますと、これから地方分権ということが進められようとしてい

るわけですけれども、そうしますとますますこういった小地域統計というのが重要になっ

てくるわけですね。地域がいろいろ地方の振興を考える上では、データなくしてはできな

いということで、ますます小地域統計の提供というセンサスの役割は、重要になるという

ふうに私は理解しております。 

 それから、続いて2005年・2010年農林業センサスの評価についてということで、私なり

に整理をいたしました。2005年・2010年というふうにしたのは、2005年で先ほどからご説

明ありましたように、大きく経営体概念等々変わったということで、これが１つのセンサ

スの区切りということでございますので、2005年・2010年についての評価ということにし

たわけです。 

 まず、改善された点、（１）の優れている点ということでございますけれども、まず、

１番が、農家あるいは農家以外の農業事業体、それからさらには農業サービス事業体、こ

れを一体として把握するようになったと。つまりこれは総資源の量の把握ということから

いうと、使うほうからすると非常に楽になってきたということが言えます。 

 かつてのように農家は農家、それから農家以外の農業事業体は別の集計、それから農業

サービス事業体は別集計というふうになっていますと、ではその地域全体を見るときには

それぞれの統計を足し合わせていかないと全体が見えないという、そういった不便さがあ

ったわけですね。しかしながら、今回の一体的に把握するということでもって、そういっ

た不便さがなくなったということです。 

 よくセンサスの場合は農家調査が圧倒的に数が多いものですから、どうしてもそればか
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りを見がちになるのですが、私なんかよく経験するのは、例えば地域に行きまして、農家

調査だけ見ていると畜産農家が一軒もないなと思って中に入ってみると、ばかでかい株式

会社があったりということで驚くことがままあるのですけれども、一体的な把握が行われ

ることによって、そういったことが解消されたというふうに言えるかと思います。 

 それから、２番目の農業と林業を一体として把握したことが、新しい農業と林業の実態

を見ることができるようになったということが言えるのだろうと。これは私のペーパーの

一番最後のページをお開きいただきたいのですが。参考１で、つまり農林業経営体という

つかみ方をすることによって、その経営体を農業だけを行う経営体、それから林業だけを

行う経営体、あるいはその両方を行う経営体、この３つのパターンに分けることができる

わけですね。それぞれの増減率を2005年、2010年で見てみますと、農業だけを行う経営体

というのは27％減、それから林業だけを行った経営体も28％の減、両方とも約３割くらい

の減少ということになるわけですけれども、農業と林業を合わせて行った経営体というの

は２％の減でしかない。つまり、これは農業と林業を併せて行う経営体というのは安定的

経営体であるということを物語っているのだろうというふうに思います。 

 このように、こういった見方は農林業経営体というつかみ方でもって初めてこういった

ことが理解できる、認識することができるということだろうと思います。 

 それでは、１ページ目に戻っていただきたいのですが、３番目に、これまでの農業セン

サスあるいは林業センサスというのは、生産構造、それから就業構造を明らかにするとい

うことが大きな目的であったわけです。2005年からは新規参入の経営体を把握するという

ことが行われるようになりました。それから、2010年についてはどこに出荷をしているか

という、そういったのを新たに把握するということが行われるようになったわけですね。 

 つまり、農業以外との連携の部分をこれで見ることができるようになったということで、

私は今までは農業内部の生産構造、就業構造ということだけだったのだろうと思いますけ

れども、これに加えて農外との連携構造を分析することが可能となったという意味で大変

いい改善ではないだろうかというふうに思います。特に、今はやりの６次産業化というよ

うなことを考えたときに、ここが分析の１つの糸口になるというふうに考えます。 

 最後のページを見ていただきたいのですが、参考２として農協への出荷割合ということ

で、これはどこに出しているかということで北海道と都府県で見てみました。これは販売

金額規模でその割合を見たグラフなのですが、これをご覧いただくとおわかりのように、

まず、北海道はその棒グラフのそれぞれの左側になりますが、1,000万～2,999万、要する
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に3,000万の部分が頂点になっているわけですね。つまり、比較的大きな層で農協出荷の

割合が高いということが見られます。一方、都府県については各層の右側になりますけれ

ども、小さい層ほど農協出荷の割合が高い。大規模層ほど依存が低いとそういった傾向が

読み取れるわけです。 

 これが一体どういうことを物語っているか。いろいろ考えられることはあるのだろうと

思いますけれども、北海道の場合は原料出荷が多いということで、大規模層でしかも原料

出荷の割合が高いということで、農協への出荷が多いのではないだろうかと思います。 

 それから、一方都府県については小さい階層ほど農協依存が強いということで、これは

逆な見方をすれば、大規模層ほど自分で販売をしたりあるいは加工に取り組んだりという

ことで、６次産業化への取組が多いというようなことが読み取れるのではないだろうかと

いうふうに思います。 

 では、１ページ目にお戻りいただきたいと思います。以上の大体３つが優れている点と

いうふうに考えました。 

 それから、その次に改善を求められている点をお話しいたします。まず１点目は、これ

は2010年センサスのことですけれども、野菜あるいは果樹の品目別の作付面積が把握され

なくなったということで、これは市町村の方々のお話を聞くととても困ったということで、

地域農政を推進する上では大変マイナスということでございます。 

 それから、②も資源量の把握という観点から言いますと、土地で言いますと経営耕地だ

けでなくて、例えば農機具の置き場とか作業場あるいは畜舎、それから関連施設の土地、

そういったもの、いわゆる農用地と言われるもの、こういったものも把握をする必要があ

るのではないだろうかと。これは2005年、2010年に限った話ではなくて、ずっと前からの

課題だというふうに思っております。 

 それから、３番目の地域調査の見直しということで、先ほどお話がありましたけれども、

地域調査をやる目的というのは、その辺にもかかわると思いますけれども、私は個別の経

営体が農業生産活動をやる上で、それを支えるバックグラウンドの把握が必要ではないだ

ろうかと思います。例えば、ライスセンターであったり、選果場それから集出荷場、つま

り個別の経営をやる上ではなくてはならないようなもの、あるいは条件というものをどう

やって把握するかということが、地域調査の役割ではないだろうかというふうに思ってお

ります。 

 それから、４番目が地域分析のための他統計との連携。これは従来もいろいろ統計部で
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も苦労されてこられましたけれども、まだまだ開発・研究する余地はあるのではないだろ

うかというふうに思います。農村社会というのは単純に農林業だけでは成り立っていない

ということですので、混在化が進んだらそれに合わせたような分析ができるような、他統

計との連携を模索する必要があるというふうに考えております。 

 それから、その次の２ページ目、時間がちょっと少なくなって早口になりますが、主な

ところだけちょっと説明します。５番目は自計のやり方。高齢化が進んでおりますので、

なかなかやはりうまく書くということは難しいですので、少なくとも５年前の結果をプレ

プリントして５年前とどうかというくらいのことはやってもいいのではないかというふう

に考えます。 

 それから６番目は、集落営農ではその地域集落の農家全部入りますと、そこでは農家が

ゼロになります。組織経営体が１経営体ということになりますと、その集落のデータとい

うのは公表が難しくなりますので、これはやはり地域分析をする上では、そこの集落のデ

ータが欠けることになると困りますので、これは何とかならないかということですね。 

 あと、７番目は時系列を確保するために旧市町村単位のエリアというのはできるだけ維

持をしてほしいということが必要かというふうに思います。 

 それから、あと８番目は先ほどの議論にもかかわりますけれども、私は農業経営体とい

う概念にこの農業サービス事業体というのが含まれたというのは、ちょっと違和感を持っ

ております。つまり、農業経営体というのはどういう概念かということにもかかわるので

すけれども、通常は農業を営むというのが農業経営体というふうに考えるべきではないだ

ろうかと。 

 つまり、農業を営むというのは投資の決定をしたり、あるいは作物の決定をしたり、あ

るいは集荷物の処理の決定をするというのが、農業経営体という１つの枠組みだろうとい

うふうに思いますので、農業サービス事業体というのはやはり切り離して考えたほうがい

いのではないだろうかというふうに思います。 

 時間がきましたけれども、最後にこれからの農林業センサスということで簡単にご説明

します。まず、これから考えられる調査環境の変化ですが、そこに５つ挙げておきました。

まず、回答者の高齢化、２番目が調査員確保の困難性、それから個人情報保護意識の高ま

り、それから財政的に非常に厳しくなる、それから５番目として農林業自体の縮小と、こ

ういう条件の中で、ではセンサスで何を考えなければいけないのかということですけれど

も、当然やはり調査項目の削減ということは避けて通れないだろうと。 
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 しかし一方では、やはり、冒頭申し上げましたように小地域統計のニーズは高まるとい

うことが、環境としてはあるだろうということでございます。 

 こういったものを踏まえて、私なりの考え方ですけれども、もう一度１番目にしました

のは、農林業センサスの基本的な役割をもう一回きちんと再整理をすることが必要ではな

いかということです。つまり、センサスの役割、先ほど４つの役割を申し上げました。５

つ目に他産業との関連ということで合計５つですけれども、そういったことについての役

割の順位づけをきちんとやはりしてもいいのではないかということで、私が順位をつける

とすれば、第１順位は総資源量の把握、つまりどこでどのような主体が何を、どのくらい

つくっているか、どのくらいの作付をしているか、というのが、これがまず基本だろうと。

その上で母集団の整備の役割を持たせる。つまり、これは悉皆調査を維持するということ

にもなるわけですね。それから、３番目として構造の把握、こういった順序ではないかと

いうふうに思います。 

 では、これをやる上でどういうふうな仕組みがあるかということですが、私は第１順位、

第２順位の総資源量の把握あるいは母集団整備、これは悉皆調査でないとこれはできませ

んので、調査票を簡素化してきちんと悉皆調査でやるということがまず必要ではないかと。

その上で構造調査というのは、構造把握というのはもちろん悉皆調査がいいのですが、そ

れは専門調査員によって、サンプリングでもいいですから、標本調査でやるということで、

経費的な節減を図っていくということはないだろうかというふうに考えております。 

 主なところは以上でございます。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、引き続き、細山委員お願いいたします。 

○細山委員 北海道農研センターの細山でございます。私は北海道で基本的に仕事をして

いるものでございまして、それで今日申し上げる内容が北海道でやっている仕事の解説的

なところがあって申しわけございません。それと、今後に向けてということに関しまして

もやや印象めいたような中身が多くて、すみません、そこはお許しくださいませ。 

 まず、１番目の2010年センサスの結果についての評価ということなのですけれども、ま

ず農業経営体ということで表１ですけれども。2005年、2010年と連結することができまし

て、初めてその動きというのがトレースできるようになりました。ご承知のとおり北海道

では集落営農の進展というのが非常に少ないため、５年間の動きを素直に追跡できるとい

うことでございます。水田作、畑作、酪農の違いというのがあるのですけれども、それが
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きっちり把握できるということがございました。 

 それと表に、これは北海道では最近特に水田作では話題になっているのですが、いわゆ

る協業法人の展開というのがございまして、センサス統計室の皆様に昨年お願いいたしま

して、個票の組み替えの申請を行いまして、農業経営体からいわゆる農事組合法人、株式

会社、有限会社等々のいわゆる純粋な前向きの協業法人というのを抽出しまして、その動

きがこの５年にかけてどうであったかということも把握できるようになりました。北海道

といえども家族経営だけではなくて、離農も激しく進んでおりますので、こういう協業法

人の動きというのが追跡できることになったということでございます。 

 それと、ここのところ最近ずっと話題になっております農業関連事業でございますけれ

ども、これは表３に示しておりますが、吉村様からも若干ご指摘ありましたとおり、北海

道では加工用、原料用作物が中心でありまして、どうしてもやはり消費者への直接販売割

合が低いと。なかなか６次産業化というのは作物構成上難しい地域であるということが改

めて裏づけられたということでございます。 

 農産物の出荷、表４ですけれども、ここでもやはり、先ほど吉村様のほうから農協出荷

のお話がありましたけれども、北海道は沖縄に次いでどうしても消費者への直接販売割合

が低く推移してきているということがわかります。 

 私2005年、2010年と主に北海道ですけれども、全国も見渡したこともあるのですが、こ

の２時点を見ていて少し気になっているところがございまして。１つは、販売農家の把握

についてでございます。2010年センサスでは、いわゆる恒常的勤務の動きというのが表示

されていなくて、私にとって地域間比較が不可能なのは苦しいなということと。 

 あともう１つ、都道府県別には公表されているのですが、市区町村別には同居農業後継

者を確保した農家の数値が、これは調べられているのでしょうが、公表されていないもの

でして。これは私が北海道にいる都合上かなりこだわっているのですが、北海道ではやは

り同居農業後継者がいるかいないかで５年後、10年後の離農、農家数減少の度合いに直結

しているところがございまして、やはりこれが市町村別に公表されていないと、なかなか

先行きも北海道の農業構造変動の動向を見づらいというところがあって、これは実は正直

ピンチなところでございました。 

 それと、これも自給的農家に特別こだわっているわけではないのですが、我が国、農業、

農家の全体としての世代構成、１戸当たり世帯員数が不明なのも少しもったいないなとい

う気がしております。やはり全体的な把握というのが必要ではないかと思っております。 



 

16 

 ただ、農地資源量は、自給的農家が東山、東海、山陽といった地域では４割くらいのウ

ェイトを占めているわけでございまして、我が国農家全体として徐々に３世代世帯から１

世代世帯化へとは向かってはいるのですが、その流れが全体としてなかなかちょっとつか

みづらいところがあるのかなと。 

 それとあわせまして、経営耕地の把握もこれも追跡できないところがございまして。

2005年以降自給的農家における田畑別の経営耕地面積が不明でございまして、我が国トー

タルあるいは都道府県としましても、経営耕地として田畑それぞれどれくらいの面積なの

か、全体が実はちょっとつかみづらいなというところがございます。 

 あと、耕作放棄は割愛しまして、先ほど申し上げましたような兼業農家の中身ですとか

世帯構成が不明であるということにつきまして、私ども北海道農研センターで行った工夫

として、個票の組替集計によって世代構成をまさに再構成すると。これは市町村別に行う

と。この個票組み替えによりまして、この５年間にかけての世代構成の推移、変化を追跡

することができまして、これによりまして同居農業後継者がいるかいないか、いない農家

は何歳か、それによって中長期的な農家の今後の脱落傾向、離農動向、ひいては供給農地

面積の把握も行えるようにできたわけでございます。 

 そして、今後の実施に向けてでございますけれども、これはちょっと印象めいたという

か私の個人的なこだわりもちょっとあるのでございますけれども。土地持ち非農家につき

まして、世帯数、所有耕地、貸付耕地、それから耕作放棄地の調査はぜひ堅持していく方

向が必要なのではないかと思っております。 

 機械は省略させていただきまして。 

 農業経営体ですけれども、どうも今期センサスの北九州の佐賀県などが典型的なのです

けれども、富山でも若干は見られるようですが、集落営農、大規模協業法人、個別経営、

その他をもうちょっと区分けして集計していくことができないかなと、多分府県では恐ら

く重要になってくるのかなという気はするわけでございます。 

 これも、次、私も自分の目で集計して確認したわけではないのですが、伝え聞くところ

によりますと、場合によってはとある県とかとある市町村まで下りてきますと、集落営農

の進展により重層的にちょっと存在がカウントされてしまったと。場合によって経営耕地

が増えたという市町村もあるということを聞いておりまして、恐らくダブルカウントがあ

るのではないかと。それを抑制する調査の仕組みづくりが必要なのかなと思っている次第

でございます。 
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 それと、農業経営体の農産物販売金額１位、農産物出荷先についてということでござい

まして、すみません、これも私の印象、今ちょっとこういう集計をやっていてにわかに気

がついたところなのですけれども。例えば農産物販売金額１位が圧倒的に稲作であったと

して、農産物出荷先がこれまた圧倒的に消費者直接販売であったとしても、それは完全に

米だと、ほとんどは米なのでしょうけれども、100％とは断定できないという、私のちょ

っと誤解もあるのかもしれませんけれども。 

 表６と表７に、これは北海道水田地帯の上川中央というところでございます。これは旭

川市を中心とした地域でありまして、北海道内では最も良質米生産地域、府県にも負けな

い非常に食味の高いよろしい米地域なのでございます。そこから私も作業を進めて、まず

個票組替集計によりまして、地域から純粋な水田作経営等の抽出しました。そこでの販売

金額１位は稲作が90％を占めるのですけれども、野菜作も、ここ施設園芸も入ってきてい

るところでございまして、野菜作も７％弱を占めるわけです。 

 一方、出荷先は農協から消費者直接販売とかなり広くにわたっておりまして、私も集計、

せっかくの個票組み替えをかなり細かく集計していっても、結局のところ米がどこに出荷

され、野菜がどこに出荷されているのかは実はやはりよく個票を組み替えてもわからない、

これは当たり前なのかもしれませんけれども。米くらいは出荷先を特定できるようになる

とおもしろいなと、これ全くの私の印象でしかございません。 

 それから、最後に協業法人についてなのですけれども、これも私ちょっと組替集計など

をいろいろやっているところなのですが、北海道の法人の比重が高まってきているのは先

ほど申し上げました。あと、それは日本全国どこでもそうなのでしょうけれども、農外か

らの勤務者も、全くの非農家出身の人たちが続々入ってきてございます。 

 ただ、その労働力の中身というのは、常雇人数だったり臨時雇人数だったり、投下労働

力量でしかわからないのでございまして、そこまでセンサスに求めるのは今の段階では難

しいのかもしれませんけれども、その労働力構成のヒエラルキー構造なども把握できたら

おもしろいなと。これはかなり農家に代わる意味での法人ということにちょっと比重を置

いた私のここ最近の印象でしかございません。非常に過度な印象を抱いているのかもしれ

ません。 

 すみません、以上でございます。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、引き続きまして、橋口委員、お願いいたします。 
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○橋口委員 明治大学の橋口です。今日はこのような機会をいただきまして、本当にあり

がとうございます。 

 私自身これまで研究のための基礎的なデータとして幾度かにわたってセンサスを使わせ

ていただいております。たしか1995年から磁気媒体のデータ提供が一般化して、随分と使

いやすくなったということを記憶しております。一方、近年のセンサスで逆にデータが活

用しづらくなった、そういう点があるのも事実ではないかなというふうに今感じておりま

す。 

 先ほどもご説明あったように、いろいろな意味で調査環境が厳しくなっているというこ

とは理解しているつもりでありますけれども、その上で以下私の用意したメモＡ４、３枚

に沿いましてお話をさせていただきたいと思います。 

 個別の具体的な話に入る前に、改めまして地域調査の重要性。そもそも今日の私のお話

は、農林業センサスの特に地域調査についてお話をすることになっておりますけれども、

地域調査の重要性ということについて改めて冒頭で確認をさせていただきたいと思います。 

 レジュメ、資料にも書きましたように、センサスの地域調査データの重要性、これは何

といってもゆるがせにできない、そういった大切なものだということであります。農林業

における地域コミュニティの重要性というのはいろいろなところで述べられているわけで

すけれども、よく整理されておりますように、地域資源の管理機能、それから生産の補完

機能、そしてさらには生活の相互扶助機能、こういった大きく分けて３つの役割がある。 

 特に最近個別経営体の動向ということにも注目が集まっているわけでありますけれども、

個々の経営体にとってもその背景となる地域資源がいかに良好に保全されているのかどう

か、そのこと自体はその経営体の転換にとっても必要不可欠であると。 

 一方、以上述べたこの３つの役割というのが切り離して考えることができるものかと言

いますと、やはり地域の農村集落というものはこの３つが一体となって守られてきた、成

り立ってきた。この一体となってということに関しましては後ほどコメントしたいと思う

のですけれども、いずれにしましても、個々の経営体の動向というのを考える上でも、地

域コミュニティの存在というのを無視することはできないだろうということをまず冒頭に

述べさせていただきたいと思います。 

 その上で、個々具体的な今後のセンサスを考えるに当たっての希望と言いましょうか私

見を述べさせていただきます。 

 まず第１点目は、調査対象並びに調査項目の連続性の確保という点であります。（１）
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としまして、調査対象の連続性の確保と書きました。ここは必ずしも調査体系そのものが

ずっと同じでなくてもいいと思うのですけれども、調査の対象は連続しているということ

を強く望むものであります。センサスというのがやはり連続性というのが重要で、単発の

その時々の情勢に応じた調査と違う点かと思います。 

 これまで地域調査の動向について見ますと、先ほどご説明もありましたが、例えば1995

年、このときにはいわゆる旧市区町村カードということで、農村地域環境総合調査という

のが実施されております。これはお手元に私のメモにつけ加えて、このときのそのカード

を３枚、３ページですね、添付していただいておりますが、非常に多岐にわたる調査を旧

市区町村単位で行っております。ただ、これがひょっとしたらそのときだけになってしま

った。 

 そして、2005年には農業集落定義の大幅な変更が行われております。かつてはいわゆる

集落機能がある、そして大体農家が４戸以上集まっている集落、これが農業集落として認

定されていたわけですけれども、2005年からは農家が存在していなくても、農林地域資源

があれば農業集落ということにする。それだけですと対象が拡大するのでさほど問題なか

ったのかもしれませんが、一方で全域が市街化区域内のものについては対象から外れると

いうことになり、一方で拡大、一方で縮小ということで、以前と連続してこの動向をつか

むというのが非常に難しくなっております。 

 また、2005年には農村集落調査という新たな概念で、特に生産上の結びつきに限定して

調査を行っているのですが、ただし、これはいわゆる標本抽出調査ということで、公には

どの集落が調査対象になったかということも明らかにされていない、そういったような内

容です。調査の対象がこのように変わってきているということが調査データの活用という

点からちょっと難しくさせているのではないか。そういった意味での対象の連続性という

のを希望するものです。 

 それから、調査項目の内容ですね、仮に対象の連続性確保が難しくても、調査項目の連

続性があれば経年変化等を観測できるんだと思うんですけれども、例えば2005年から2010

年にかけましても地域資源の状況が調査されているのですが、例えば2010年には棚田が調

査対象から外れるというような形で、必ずしも調査項目が一致していない、連続していな

いという問題点もあると思います。 

 続きまして、２ページのほうに移っていただきまして、そのようなことも踏まえた上で、

改めまして旧市区町村レベルでの調査というものの重要性ということについて。例えば
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1995年のいわゆる旧市区町村カードのようなものを想定しているのですが、そこまで調査

項目が多くなくてもいろいろなことが調査できるのではないかというふうに考えます。 

 特にこれは地域資源の把握の上で重要ではないかと思います。例えば2005年の農業集落

調査においては、地域資源を活用した施設ということで９の施設の数を調査して、年間の

利用者数などが調べられておりますけれども、例えばこのときには森林公園あるいはさら

にその中で遊歩道が附属した森林公園が一体集落に幾つあるのかとか、そういう調査もあ

りましたけれども、恐らくこれは旧市区町村レベルで把握するにふさわしい内容ではない

かというふうに考えます。 

 ほかにも現在の地域の活性化という点では、かつてあった小学校等の廃校施設を利用し

た地域活性化の動き等も見られますし、あるいは先ほどの事務局ご提案の資料でも、再生

可能エネルギーの施設の有無ということもあるのですけれども、これも性格によって市町

村レベルで把握したほうがいいもの、あるいは旧市区町村レベルで把握したほうがいいも

の、あるいは場合によっては小水力発電のように集落単位でもその活用の可能性があるも

の、このレベルを見極めた上で調査することが必要なのではないか。あるいは昨今いわゆ

る限界集落、これから人が住まなくなることが危惧されている集落の動向ということも注

目を集めているわけですけれども。こういったものも把握することはできないかなという

ことを考えた次第です。 

 ちょっと繰り返しになりますけれども、地域資源の特性、あるいは資源の影響が及ぶ範

囲がどの程度まであるのか、そういうことを踏まえた上でどのような調査体系がふさわし

いか吟味していく必要があるのではないかというふうに思います。 

 それに対応して、調査項目の再編というのがあり得るのではないか。今、農業集落調査、

2010年は２ページの調査票ですけれども、法制度上定まっているもの、あるいは集落内部

の状況を把握してなくても外形的に判断できるような項目は、市区町村調査あるいは旧市

区町村調査のレベルで把握する例えば立地条件、法指定状況、ＤＩＤまでの所要時間、あ

るいは近年の限界集落に関する議論等の関係では、その集落が行き止まりの集落であるの

かないのか。上流にさらに集落があるのかないのか、こういったことは農業集落調査でな

くても旧市区町村あるいは新市町村レベルの調査でも把握することができるのではないか。

そうすることによって、農業集落調査独自には、いわゆる集落の結びつきの強さ、あるい

は集落でどのような活動を行っているのか、そういったような内部の事情を踏まえた上で

回答するのがふさわしい項目、こういうことに絞って、その上で減った分の調査項目をふ
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やせればなお望ましいのではないかなというふうに思います。 

 ただし、これは先ほど冒頭申し上げたこととかかわるのですけれども、先ほどいわゆる

地域資源の管理機能、それから生産補完機能、生活扶助機能の３つが集落にあるというふ

うに一般的に言われているというふうに申し上げましたが、実際に集落の内部で入って調

査等をしてみますと、例えば地域資源の管理機能につきましても、実際には水系の単位で

用水路を管理していて、必ずしも集落という範囲が表に出てきているわけではない。そう

いったような事例も見受けられますし。あるいは複数の集落が一緒になって集落営農等を

行って生産の補完機能を発揮している、こういった点、これを考慮する必要があるかなと

いうふうに思います。 

 それから、政策効果の検討に資するものの情報把握があればいいなというふうに思いま

す。これは直接的に政策効果があるのかないのかというのを測ろうとするのではなくて、

最近では集落あるいは地域を対象とした政策、制度がいろいろ導入されております。代表

的には中山間地域等直接支払制度、これは2000年度から始まりました。その後、農地・水

保全管理支払交付金、あるいは森林を対象とした森林整備地域活動支援交付金制度、これ

らが行われているわけですけれども、こういった制度の対象となる集落か否か、あるいは

その集落の中でそういった制度が実施されているのか否か、こういったことが把握されれ

ばセンサスの他のデータと結合していろいろ有意義な分析ができるのではないかといった

ことも考えた次第です。 

 最後、３ページ目になりますけれども、公表データの表章のあり方あるいは公表方法に

ついてということであります。（１）としまして統計表章のあり方の改善ということです

けれども、特に充実と言いましょうか、現行では例えば2010年を見ますといわゆる全国農

業地域、地域ブロックと言いましょうか、北海道とか東北とかそういった全国農業地域別

かつ都道府県別、それからいわゆる都市的地域、平地農業地域といった農業地域類型区分、

それからＤＩＤまでの所要時間別のこの３つの表章が基本となって公表がされているので

すけれども、例えば農家の戸数の区分別、例えば非常に農家が少ない集落あるいは農家戸

数が多い集落の違い、あるいは農家率、大多数が農家の集落あるいは農家が非常に少数の

集落、そういった区分別の表章があればいろいろなことが見えるのではないかと思います。

これはもちろん既にデータをとっているわけなので、あくまでも公表の仕方ということだ

と思いますけれども、こういったものがあれば非常に多くの注目を集める内容がまだまだ

見つかるのではないかというふうに思います。 
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 それから、２番目としまして、経営体調査と地域調査、あるいはほかの農林統計との接

続及び公表方法に関する工夫という点です。2005年のセンサスの際に、地域データベース

ということでホームページ上でＧＩＳを使って集落の地理的な場所とそれに付随する経営

体調査、さらには農業集落調査が一体となって公表されておりました。しかし、その後、

公開自体が終了しているということもあります。こういった発想が重要なのではないか。

あるいは特に都府県では、集落営農の動向が注目されているわけですけれども、最近連続

して毎年行っている集落営農実態調査、こういったものと接続することが可能だと思うん

ですけれども、その成果の公表は今は限定的で、これをもっと拡充するということが望ま

れるのではないかというふうに思います。 

 ３番目といたしまして、農業地域類型区分別表章の農林業経営体調査とそれから地域調

査とのずれが存在しております。農業集落調査につきましては、先んじて2010年の結果に

つきましても2005年センサスに対応した農業地域類型区分によって既に公表がなされてお

ります。しかし一方、農林業経営体調査の農業地域類型区分別の表章につきましては、こ

れはまだ公表されておりません。2005年の方法に準ずるとするならば、2010年の国勢調査

の結果を受けて2010年センサスに対応する農業地域類型区分が発表され、それができた後

に多分、農林業経営体調査のほうの地域類型区分の表章も公表されると。このあたりのず

れの解消というのができれば、一体的に状況を見ることができるのではないかというふう

に思っております。 

 それから、最後になりますけれども、他省庁の統計との連携の可能性。ほかの点も含め

て吉村委員からもご報告あり、特にこの点は共通する部分かと思いますけれども。集落の

重心と言いましょうか、例えば集落中心地、これは公民館施設なのか昔の伝統的な神社と

かになるのかわかりませんけれども、集落の中心地に相当する場所の地理座標のデータが

付与されれば、いろいろなほかのデータと結合することが容易になるのではないか。 

 それから、農業集落データとメッシュデータ、これを変換と書きましたけれども、どの

農業集落がどのメッシュデータにどのぐらいの割合で存在しているということが可能にな

ればデータの活用性が広がるのではないか。別の言い方で言いますと、集落界ポリゴンと

メッシュのオーバーレイ、すなわちかぶせて、そしてデータを按分する手法を確立すると

いうことです。これは物理的には今でもすぐ出来るんでしょうけれども、問題は農業集落

の場合、特に山間部にいけばいくほど森林の面積が多くて、実際に農家が存在していると

いうところとずれがあると。このあたりのずれを解消する手法というのを、例えばという
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ことで建物だとか土地利用に注目して可能性があるのかないのかということを見ましたが、

これは技術的な面も含めまして、あくまでも例で、知恵を絞ればいろいろな可能性が広が

るのではないかというふうに思います。 

 以上、何点かにわたって私見を述べさせていただきましたが、本日の趣旨をよく理解し

ておらず、焦点がずれている部分というのもあったのではないかと思いますが、もし可能

であれば今後の質疑で補わせていただければと思います。 

 ありがとうございました。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。 

 ３委員からそれぞれかなり積極的な、そして明確なご報告があったというふうに思って

おります。ただいまのご提言を踏まえて、今後の農林業センサスのあり方、未来センサス

のあり方について意見交換をさせていただきたいと思います。 

 おおむね私たちに与えられた時間は１時間ぐらいですが、大変幅広い内容ということも

あるので、３つの柱を立てたいと思います。１つは、農林業経営体調査についてでありま

す。２つは、農山村地域調査について。そして３番目は、それらをすべて踏まえて調査シ

ステムと言いましょうか、実査、集計、公表に至る一連の仕組みについての検討を最後に

行わさせていただければというふうに思っております。相互に関連するものですので当然

はみ出しがあるということは承知しております。一応３つの柱を立てて議論を進めてまい

りたいと思います。 

 それでは、まず、農林業経営体調査についてですが。お三人の報告は農業にかなり限定

されていたということもありますので、突然の指名で恐縮ですが、例えば佐藤委員から林

業について、この農林業経営体調査にかかわって林業について少し未来のセンサスについ

てのご提言なりあるいはご意見も、もしありましたらここでお話しいただければと思いま

す。 

○佐藤委員 ありがとうございます。 

 吉村委員がおっしゃった優れた点の２番目で、農業と林業一体として把握したという点

で、私、森林と林業の政策をやっているものですから、私のほうも非常に注目した数字で

す。この農業と林業を併せて行う経営体という表現が、農業経営体と林業経営体と、その

２つの交わり部分だというふうに理解しがちなのですけれども、実は林業経営体というの

は14万戸なので、どうしてこれが81万戸なのかというのが私どうしてもわからなくて、い

ろいろ事務局のほうに問い合わせてみました。実は農業経営体のうち、山林を保有してい
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る経営体の数のことを指すということだということでした。表現がさまざまな、農家もた

くさんあるし、経営体についてもさまざまあるので、そこの定義を明確にして使わないと、

これだけ見ると農業もやって、林業も毎年林業生産があるんだなというふうに思いがちな

んですけれども、実は山林を保有している部分なので、そこについては注意を要するとい

うふうに経営体調査では特に思いました。 

 その上で、なぜ山林を保有している農業経営体の数がほかに比べて減りが少ないのかと

いうのはきちんと分析しないといけない。林業経営を分析するに当たっては、その14万戸

の林業経営体だけを見がちなのですけれども、実は農業経営体の中に山林を保有している

部分の動向が見えるということが今回わかったので、そこの部分も含めて林業ないし山林

保有者の動向ということで分析できれば、非常に有意義、生かせるセンサスになるという

ふうに考えました。 

 以上です。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。大変興味深い結果の解釈が出てきたとい

うふうに思います。 

○佐藤委員 今の解釈で間違いないですよね、農業と林業の併せてというのは。 

○小田切座長 それでは、事務局から今の点ちょっと確認をお願いいたします。 

○吉村委員 それと、昔農家林家というのがありましたよね。それとの違いがもし教えて

いただければ。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 農業と林業を併せて行う経営体というと

ころですけれども、実は農業と林業のいずれかの項目に少しでも記入があればというとこ

ろで併せ行う経営ということで集計しておりまして、もちろん経営体概念ではなくて、少

しでも記入があれば該当するということです。 

○佐藤委員 そうしたら、保有しているというだけではなくて、受託と何らかの林業活動

がある、もしくは林業経営体ではないけれども、保有もあれば入っているという理解でい

いですか。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 受託もそうですし、農林生産物の生産、

受託を行っている経営体ということです。 

○佐藤委員 そうなると、先ほど言われたように、生産実態があるというふうに理解され

る、林業の生産活動があるということは間違いないということでしょうか。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 はい。生産もしくは受託が少しでもある
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ということです。 

○佐藤委員 はい、わかりました。 

○小田切座長 今のご回答は、これがアンドではなくオアだということであれば、もっと

大きな数字が出てくるはずですので、少しこの数字の中身については別途精査して、この

検討会終了後、それぞれの委員にご連絡いただくということでいかがでしょうか。 

 いずれにしろ１桁違う減少率ということですので、場合によっては政策的なインプリメ

ンションが非常に大きい可能性がありますので、少しこの数字を大切にしてみたいと思い

ます。 

 さて、それでは、経営体全般にかかわってお三人の方々、あるいは皆様方が思っている

こと、未来に向けてですね、ご意見などいただければというふうに思います。 

 吉田委員、お願いします。 

○吉田委員 吉村委員の資料で、まず根本的に農林業センサスの基本的な役割というとこ

ろをお教えいただきまして、非常に私なりに勉強になったなというふうに思ったところで

ございます。 

 一番最初のところですが、私の日ごろの仕事の中の感覚で言いますと、私自身は③にあ

ります農業生産構造、就業構造を明らかにしていく統計として非常に期待しているところ

であります。それともう１つは、④の小地域の統計の提供という意味で、私ども県単位で

仕事はしておりますが、県単位のデータをいろいろな意味で詳しく調べてみますと、県に

農業統計の部門を持っているわけではございませんので、国のこの統計に従って、前回も

少しお話をさせていただきましたが、施策評価等を割と厳しくやるようなことになってお

ります。そこがちゃんと数字をとれるかどうかというのは非常に期待しているところであ

りまして、前回、市町村別の作物作付面積がわからなくなったというようなところが今後

改善されると非常にいいなというふうに期待しているところでございます。 

 もう１つ、②のところに母集団整備というようなこともある、これは実際やっていく上

で非常に重要なんだろうというふうに理解もいたしました。ただ、①のところの農業生産

に係る総資源量の把握、これは全体として私全部理解しているかどうかわかりませんが、

特に農地面積に関して言うならば、先ほど参考資料２でも整理していただいたように、セ

ンサスでやっているとどうしてもこの白枠の抜けたところが出てきているというのが実態

なんだろうと思います。ここは非常に重要なところだから、この白枠のところも埋めてや

るべきだということであるならばそれはそれで非常に大事なことかと思いますが、実際に
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やっていく上で統計調査が縮小してきているというところがあるんだとすれば、ここを実

態上埋めることは不可能なんだろうと。 

 一方で、農地で言えばまさにこの耕地面積の調査があって、これがまさに総資源量だと

いうことであるとすれば、それぞれの農林業センサスの中で期待するそれぞれの農地に言

えば、どのような経営体がどのぐらい農地を使ってどういう経営をやっているんだと。ま

さに吉村委員おっしゃったとおりなのですけれども、というところこそ大事であって、そ

こでそのどのような形態すべて足してみると、それが全部農地の面積の和にはなかなかな

りませんよというところははっきりさせておいたほうがいいのかなというふうに考えてい

るところでございます。 

 そういう意味で土地持ち非農家も含めて、そういうのも含めて農地の中の何割はその人

たちが実は持っているんだということも知りたいと、これもございますので、そこはぜひ

やっていただきたいのですが。総量というのはやはり耕地面積調査に、少なくとも農地に

関してはお任せするべきではないかと思っているのが１点。 

 その中で、この間も少しお話をさせていただきましたように、土地の面積の把握は耕地

面積調査ですべて把握できているのかもしれませんが、耕作放棄地の総量みたいなのはぜ

ひ宇宙からの写真かなんかで撮れないのかなとつくづく思うところでありまして、ＧＩＳ

を活用することも含めて、何かそういう総量をつかむところもぜひお願いしたいと。 

 一方で、農業委員会が耕作放棄地の全体調査というのをやって、我々のところでまとめ

ていますが、どうしてもセンサスと数字が合わないのですね。私どもの県で言いますと倍

と半分になってございます。そこのところはどちらか定義を１つにして調べていただける

と大変ありがたいなと思っているところでございます。 

○小田切座長 ありがとうございました。 

 吉村委員、この総資源量という意味について、もしよろしければ少しご説明いただけま

すか。 

○吉村委員 今のご意見、私は特に農地のことについて言いますと、確かに耕地面積統計

とそれからセンサスは乖離があるというのは、これはもうここを埋めるというのはまず不

可能だと思います。耕地面積統計にもう全面的に持っていけばいいじゃないかという議論

もあると思うんですが、特に農業構造を見るときに必要なのは、そのセンサスがやはり属

人統計であるということなんですよ。これでもって農業構造がきちんと把握できるという

ことだというふうに私は理解するんですね。そういった意味ではやはりセンサスも農地が、
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多少過少だということはあったにしても、その傾向を示すとかどういうふうに動いている

かとか、あるいは賃貸借がどういうふうに動いているかということを見る上では私はやは

り欠かせない問題だろうというふうに思うんですね。 

 それから、もう１つは、その耕作放棄地面積ということになると、センサスの場合は耕

作放棄地面積は要するに、あなたは将来耕作する意志があるのかないのかという、農家の

意思を聞いているという意味では非常に異例な項目なんですね。そういった意味では本当

にセンサスでそういったことをとることが本当に妥当かどうかというのは、私もちょっと

どうしたらいいかというのはあるんですが。だから、むしろ今おっしゃるように、これに

ついてはもう属地でとっていくということで割り切ってしまう、あるいは地域調査、セン

サスの集落調査とかそっちのほうでもう全部把握するというような属地的にとらえてもい

いんじゃないかという気は私はしていますけれどもね。 

○吉田委員 今、吉村委員おっしゃるとおりで、私はセンサスで土地のことを聞く必要な

いと言った覚えはないんですが、耕地面積全体を把握するのだといったときの話はやはり、

調べ方はまだ改善の余地はあるかもしれません。耕地面積みたいな調査というのでやるべ

きかなと。属人で土地面積がわかるというのは非常に大事ですから、まさに構造を調べる

上ではそこが、構造を言う上ではそれぜひ続けていただきたいというふうに思っています。 

○小田切座長 ありがとうございました。 

 経営体調査をめぐってはほかにいかがでしょうか。梅本委員、お願いいたします。 

○梅本委員 吉村委員にあえてお聞きしたい部分があるんですけれども。今の議論で、構

造を把握するためにはやはり属人的に農地を把握しなければいけないということがあると

思うんです。例えばいわゆる担い手の総資源量の動きから構造を見ていく、だれが農地を

出したかはわからないけれども、いわゆる専業的な層と言いますか、あるいは担い手層が

どういうふうに動いているか、そこを注目することで構造をとらえると。 

 資源量の把握については耕地面積統計、あるいは作物の作付面積であれば作付統計とか

作物統計とか、そういうもので把握しているという考え方をすれば、いわゆる全量、悉皆

調査というやり方をとらなくても、まさしく構造把握的なものを経営体的なものに限定し

て、そこについては本当にきちっと経営の中身がわかるようにしていくという、そういう

やり方もあると思いますけれども。こういう考え方についてはどう思われますでしょうか。 

○吉村委員 大変難しいご質問だと思いますけれども。だから、それはやはり私、単なる

センサスの中だけでどうするということじゃなくて、もっと農林統計全体を考えながら、
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ではセンサスはどういう枠組みにしよう、あるいは作物統計はどういうふうな枠組みにし

ようという、何かそういうふうな体系化をもう一回考え直すことが必要じゃないかなとい

うふうに思うんですよ。センサスですべてをやろうとするというのは非常にやはり無理が

あるような気がしますね。 

 ちょっとお答えになってないかもしれませんけれども。 

○小田切座長 今の論点は、細山委員が自給的農家の資源量の把握を強調しているという

ことで関連するわけなのですが。細山委員、今の点いかがでしょうか。 

○細山委員 私も属人把握でセンサスの場合はやむなしと思っております。私は自給的農

家にものすごくこだわっているわけでは特にはないんですけれども、その自給的農家の田

畑の区別がわからない。耕作放棄地の田畑の区別もわからない。資源量としては多分ごく

ごくわずかだとは思うんです。例えば北海道で言いますと、自給的農家というのは、北海

道の場合農家で４万何千戸で、そのうち自給的農家は7,000戸と、確かに数、ウェイトと

しては7,000戸と多そうに見えるのですが、北海道全体100万ｈａのうち自給的農家7,000

戸で1,000ｈａぐらいしかありません。まさに微々たる、全く無視している水準ではござ

います。 

 ただ、日本国全体として見た場合、５年ごとのセンサスで少なくとも田の経営耕地、畑

の経営耕地、耕作放棄地も田畑別で日本国農業の全体の数字として計算するためには、自

給的農家のわずかだとは思うんですが、これは必要なことなのかなと個人的には私は思っ

ているところでございます。 

○小田切座長 今の論点は、総資源量把握ということに力を入れて自給的農家、場合によ

ったら土地持ち農家も含めてより詳細な調査が必要なのか、むしろ梅本委員から出たのは、

総資源量把握というのは少し置いて、構造把握、そこに重点を置いて調査の体系をつくる

べきではないかという、経営体調査の目的あるいはプライオリティにかかわる議論だろう

と思います。 

 いかがでしょうか、かなり本質的な議論になっていると思いますが。橋口委員、お願い

いたします。 

○橋口委員 意見ということでは全くないですけれども、私がこういうことをやったとい

う経験だけちょっと補足させていただきたいのですけれども。 

 1960年からずっと最近まで、日本の総農家の経営耕地面積がどのように推移してきたの

かというのをなるべく細かく地域別に出そうというふうにしておりまして。その際、当然
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と言いましょうか、できれば田と畑とを分けて総農家の経営耕地の面積の推移を出したい

ということを試みたんですけれども。そこで先ほど細山さんおっしゃったように、最近は

自給的農家の地目別の経営耕地面積がとれないので、そこでどういう操作をやったかとい

うと、旧市区町村単位の販売農家のうち、経営耕地面積の一番小さい層、これの田と畑、

あるいは樹園地の割合を按分したものを総経営耕地面積の自給的農家に当てはめて、それ

でやや推計値と言いましょうか、強引に自給的農家を含めた総農家の地目別の経営耕地面

積はこうであろうということで出したことがございます。 

 細山さんおっしゃったように、自給的農家も含めてそういうのも把握できればそういっ

た苦労はなくなるんでしょうけれども、今は私はどちらがいいという意見ではなくて、そ

ういうことをやったということをちょっと補足させていただきたいと思います。 

○小田切座長 どうもありがとうございました。 

 経営体調査にかかわってほかの論点でも構いませんが、いかがでしょうか。 

 もう１つ、吉村委員から非常に大きな論点として、農業サービス事業体という考え方、

これをめぐって議論が出ました。経営体という概念の中に農業サービス事業体を入れたこ

とは、少し私が解釈して強く言えば、間違いではなかろうか、従来のように農業サービス

事業体はまた別途の調査をつくるべきだというそういうご提案がございました。 

 これをめぐってはいかがでしょうか。先ほどの安藤委員のご発言とも関連しているとこ

ろでございますが。 

 吉田委員、お願いいたします。 

○吉田委員 今の点に関しては、確かに農地を使っているわけではないというのもあるの

かもしれません。ただ、今の調べ方を見れば、そこは仕分けはいくらでもできるんだろう

というふうに思います。相手があるんですよね。農地を使っている方がサービス、早い話

が作業受託みたいな仕事をして、自分のうちの水田は１ｈａだけれども作業受託を入れる

と20ｈａになりますみたいなところが結構あるわけですね。そうしますと、農業サービス

事業体は別の法人なり組合なりでやってます。自分のところの水田の生産は１ｈａですと

いうと、全く調べないということだと実態はなかなか把握できません。それから、そこが

もとのところとくっついた形で出てこないと、それも何か実態が見えなくなってしまうよ

うな感じがして。農業サービス事業体を経営体と同じものだとしてどう数えるかというの

はあるのかもしれませんが。ぜひこの調査そのものは継続していただきたいなと。 

 そういうところで、そのための雇用をしたりというような、まさに産業としても貢献し
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ているところ多いわけですから、ぜひそういうことはお願いしたいなというふうには思っ

ています。 

○小田切座長 ありがとうございます。 

 梅本委員、お願いします。 

○梅本委員 農業サービス事業体もいわゆる経営体とは違うような、全く違う農業サービ

ス事業体と、農業経営を自らの経営戦略上取り組んでネットワークを築きながらやってい

く農業サービス事業体とあるんだろうと思うんですね。私はどちらかというと後者のほう

は把握したいなという思いがありまして、前者は場合によっては農地も使わないし、それ

は必ずしも、吉村委員がおっしゃるように、なくてもいいのではないか。 

 むしろ、経営に着目して、そこの取組、経営活動というものがわかる、そこにセンサス

が１つ重心を置いていってもいいんじゃないか。先ほどちょっと申し上げたこととも関連

しているんですけれども。そういう思いをしております。 

○小田切座長 ありがとうございます。経営間ネットワークと言いましょうか、その構造

を明らかにするような話ですね、新しい調査体系が必要ではないかという積極的なご提案

をいただきました。 

 ほかにいかがでしょうか。吉村委員、お願いします。 

○吉村委員 最初のほうにでもちょっと議論されましたけれども、多分、リスティングす

る段階でその対象が農業経営体なのかサービスを中心とした経営体なのかというあたりが

恐らく明確にされずにリスティングされている可能性があるのではないかと危惧するんで

すよ。したがって、そこでダブルカウントが出たりということが起こる可能性が出てくる

んじゃないかという気がするんですね。だから、リスティングの際に、農業経営体という

のはこういうことを農業経営体だというんだということをきちんと明示して、それでリス

ティングをしていくということがまず第一歩じゃないかなという気がするんですね。 

 私は農業サービス事業体を調査しなくていいと言ってるわけではなくて、農業を営んで

いる経営体と、そうじゃなくてサービスを中心としている経営体というのは分けて考える

べきではないかという、そういった意見なんです。 

○小田切座長 ありがとうございます。 

 経営体調査をめぐってほかにございますでしょうか。安藤委員、お願いいたします。 

○安藤委員 今の議論とは少し離れてしまうのですが、細山さんから出された同居農業後

継者の話はかなり重要な意味を持っていると私は思っています。結局、後継者がいるかい
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ないかが農家の投資意欲に影響を及ぼして、それが農地を買うか買わないかの選択や、新

しく機械施設の投資を行うかどうかといった、ある意味１つの先行指標とまでは申しませ

んが、将来の農業の姿を示す指標としての役割を担っていると思います。それだけに、確

かにその点がセンサスでもう少し丁寧に明らかにされると、ご指摘されたように将来の動

向などをいろいろなことが見えてくるのではないかと思いました。 

 それから、細かい話で恐縮ですが、経営耕地面積をどう把握するかはなかなか厄介な問

題のように思います。例えば二毛作地帯では裏作麦を対象とした麦作集団の展開がみられ

るはずです。そうすると、転作麦ではなくて、表作の水稲をつくった後の麦ですから、そ

れは通常の水田の貸借関係とはならず、水田の経営面積として把握するのが難しくなりま

す。このように実際は作付面積で把握した方がよいような水田の使い方があるわけですね。

場合によっては、ご指摘にありましたようにダブルカウントされてしまう危険性がないと

はいえません。期間借地という区分での把握はセンサスではなくなりましたので、そうい

う問題が、もしかしたら出ているのかもしれません。 

 水田の作付だけがやりとりされてるが、土地の権利はやりとりされていないというケー

スがあるということです。ここが畑とは違うところです。 

 ただし、市町村の経営耕地面積が増えるということは実際にはあります。例えば茨城の

旭村とか八千代町は、以前私が茨城大学にいたときにセンサスでそうした事実を確認して

います。村外、町外への出先によって経営耕地面積が大きく増えた結果です。他の地域で

はこれに開墾ということも加わるかもしれません。それはともかく借入で面積を大きく伸

ばしたような農家が出てきた場合は、属人統計ですから、経営耕地面積が増えることもあ

り得るとは思っています。とはいえ、水田については裏作麦の取扱いが、今回は特に佐賀

県の集落営農の動きと重なりながら出てきているように思っていますので、なかなか悩ま

しいところがあるのではないかと思っています。 

 以上、２つが私からの細かい話です。大きな論点にはならないかもしれません。 

 それから、今議論のありましたネットワーク型の展開ですが、それはセンサスの枠組み

とは本質的に違うところがあります。目に見える物的な資源に注目して農業構造を把握し

ようというのがセンサスの当然のスタンスですが、これは、そうした仕組みをだれがマネ

ージし、どのように農業や地域を動かしているかというところがポイントで、そこを把握

することが重要なのですが、それはセンサスではなかなか見えてこないのです。とはいえ、

そこを把握しないと地域の動きが本当は見えてこないのではないかという、そういう議論
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に梅本先生と吉村先生の議論はなるのかもしれません。しかし、それは現在のセンサスの

枠組みの中で把握することは本当に難しいことだと思っています。 

 吉村先生も指摘されましたように、農業への参入の実態を把握できるようになったこと、

出資関係の把握ができるようになったことは大きな前進だと思います。ただし、出資元を

見ると、その他が非常に多くて、実際にはよくわからないところがあります。食品産業や

建設業など予想通りのものが一定の比率を占めていますが、予め用意した区分に該当しな

いものが相当入ってきています。６次産業化の推進などがこれから動き出すと、どこから

このお金が来ているのか、出資を通じてどこが経営を動かしているかということがもう少

し正確に把握できるようになるとよいのではないかと思っているところです。 

 出資元の把握ということです。そこに注目することで、だれが農業経営の根っこを押さ

えているか、その経営にどのようなひもがついているのかがわかるという感じがします。

その点が明らかになれば、２の（１）の③の優れている点をもっと深めることができるの

ではないかと思っています。 

 最後はまとまりがないコメントになってしまいましたが、以上です。 

○小田切座長 ありがとうございました。農業経営の多角化が進むと、その一方で経営間

で分業化の動きが出てきて、そういう意味では経営主体がどこにあるのかという議論が再

び重要になるという、そんなことだろうと思います。それを把握できるような調査の体系

が今後望まれるということですね。一言で言えばそんな議論がなされたというふうに思い

ます。 

 それでは、一応経営体をめぐる議論はここで閉じて、またあれば最後のところで総合的

に議論できますので、地域調査に係る議論に移ってまいりたいと思いますが。農山村地域

調査をめぐって、特に橋口委員から、あるいは吉村委員からもその今後について提言があ

ったというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

 ご意見を考えていただく間に、１つだけ地域調査をめぐって従来から考えていたことを

申し上げれば、この地域調査というのは非常に特異な統計だろうと思います。それは、個

票レベルが公表されるということです。統計というのは本来的には集計量ですが、個票レ

ベルが公表される統計でありまして、そういう意味ではかなり特殊なものであり、そして

その特殊性が農林業あるいは農村の実態からすると極めて重要です。この個別の集落のデ

ータが出てこなければ政策的な検討も、あるいは研究的な検討も、あるいは場合によった

ら地域に住んでいる方々の実態把握もできないという、そういう意味では非常に重要な論
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点としてそもそも地域調査は個票が公表されるものである、それが守られるという、この

原則が一番最初に確認されているべきだと思っております。 

 さて、私の演説はともかくとして、いかがでしょうか。 

 吉村委員から、橋口委員からの提起などをめぐっての反応などもありましたら、あるい

はつけ足しでも構いませんが。 

 それでは、梅本委員、ぜひお願いいたします。 

○梅本委員 メッシュデータとの連携で、橋口委員にお聞きしたいのですけれども。これ

は例えばどういうような使い方、あるいは生かし方と言いますか、確かにテクニカルには

できるかなと思うんですけれども、どういう問題にこのメッシュデータと地域調査のデー

タの結合とを活用していけるのか、その辺のところをアイデアと言いますか、お考えがあ

りましたら教えていただきたいと思っておりますが。 

○橋口委員 メッシュということを想定したのは、例えばいわゆる国勢調査が一番重要な

データかと思うんですけれども。いわゆる農業センサスで言う集落レベルの一番小さな単

位として、町丁字界データというのがありますが、これがやはり地域によって大分集計の

実際の面的な広さというのが異なっているということもあって、なかなかそれと直接に農

業集落をかぶせるということが難しい。そうなると、ワンクッション置いてメッシュのデ

ータというのを、国勢調査以外も含めて標準的な区分ということで活用しやすいのではな

いかというふうに思ったのですけれども。 

 農業センサスの場合、農業集落調査で総戸数を聞くことによって、農家以外の世帯の数

というのは農業集落にどれだけ存在するかということは把握しているわけですけれども、

そういった非農家を含めた高齢化がどの程度進んでいるのかどうか、農家世帯の年齢別の

統計はありますけれども、非農家を含めた地域の農業集落という範囲での地域のデータが

ないということで、例えばそれを国勢調査のデータを活用できれば、農業集落という範囲

での多様な姿がもっと浮かび上がってくるのではないかなと、そういったことを想定して

たりはしていたのですけれども。ほかにもいろいろあるかとは思いますが、とりあえずす

ぐ思いつくのはそういう点でございます。 

○梅本委員 ありがとうございました。 

○小田切座長 それでは、吉村委員、お願いいたします。 

○吉村委員 メッシュデータをつくるときに、今一番便宜的につくるのは集落別の集計を

メッシュ単位に落とし込んでいくというのが一番便宜的だというふうに思います。ただ、
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今これだけＧＩＳの技術が発達していますので、少なくとも農家の住所は把握されている

わけですよね。そうすると、それをメッシュの中にダイレクトに同定していくということ

で僕はメッシュデータというのはこれからはつくられるんだろうというふうに思います。 

 そうすると、例えば橋口委員が説明されているような、重心点同定だとか、というやり

方ではなくて、住所でそのままダイレクトに同定していけば、それでもうメッシュデータ

ができていくということになります。 

 ただ問題なのは、センサスのデータというのはあくまで属人統計ですから、例えばある

農家が30ｈａの経営をやっていたら、その１ｋｍの枠をはるかに超える格好になるわけで

すね。そういったことを注意しながらやはり使っていかなければいけないということがあ

ります。 

 それから、もう１つ、これなかなか使う側というのは難しいのですけれども、集落を見

るときには、その集落がどういうふうになっているかという見方を我々しがちなんですね。

ところが、メッシュでそういうふうな見方をしても実は余り意味がない。つまり、その１

ｋｍの四角というのは何の特性もないわけですから、単なる１ｋｍ四方ですよね。そこを

一生懸命ここに経営耕地がどのぐらいあるとか、人がどのぐらいいるかという見方をして

も余り意味がないですね。だから、そこでメッシュデータの見方というのはなかなか苦労

するんですね。やはりメッシュデータというのはある一定のエリアがどうなっているかと

いうことを見るツールなんですよね。それが県単位であったりあるいはブロック単位であ

ったり、そこが集落別のデータと決定的に違うなというのが印象です。 

 それと、メッシュデータのいいところは、今例えば国土数字情報なんかで言うと、いろ

いろなデータがメッシュデータでつくられていますよね、国勢調査はじめ、それから経済

センサスなんかもこれからやろうとするし。そうなると、そこでいろいろな組み合わせで

新しい知見が出てこなきゃ本当はいけないんですけれども、それはやはりこれからの研究

なんでしょうね。だから、橋口委員がさっきおっしゃったようなのも１つのこれからの見

方でしょうし。 

 それから、私が若干ながら、こういった分析というのは余りしたことないので言えない

のですけれども、地域が崩壊していくというときに、ではなぜかという議論がよくあるん

ですけれども、世帯がだんだん少なくなっていくということもあります。私はこういうこ

とをやったことがあるんですよ。核家族率の変化と経営耕地面積の増減率、それの相関を

見たんですね。そうすると、核家族率が高い地域というのは減少率が高い。つまり、家庭
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が崩壊しつつあるようなところというのは地域も保てないし、農業も衰退していくという

ようなことが、ちょっと強引ですけれども、読み取れるということなんですね。 

 だから、そういったことがいろいろなデータを通じてわかってくると、地域全体として

経済構造だとか就業構造がわかっていくんじゃないかなという気はしています。 

○小田切座長 それでは、安藤委員、お願いします。 

○安藤委員 今の吉村先生の発言を受けてですが、吉村先生はかなり重要な論点を指摘さ

れたように私は思っております。つまり、農業経営体に注目し、その経営体に農地が集積

されていけば、地域の農業はそれで万歳であり、いい方向に向かっていると一般的には思

われていますが、実際はそうではないということです。むしろ多くの世帯が地域に残って、

地域資源を守り、農業とかかわっていくような方向にならないと、地域が衰退してくとい

う指摘だったと受け止めたのですが、そういう理解でよろしいかどうかということです。 

 もしそうだとすると、今後の農林水産省が追求すべき政策の方向は、経営体への農地集

積を遮二無二追求するのではなく、地域をベースに、地域をどのような形につくり上げて

いくかという方向をむしろ重視すべきだということになると思います。そのためには、小

地域単位ごとの正確なデータセットを個々について集める必要があると同時に、それを構

成している世帯について相当細かなデータを集めておく必要があり、当然のことですが、

それをベースに農業構造の再編を図っていくと同時に地域経済のあり方を考えていく、そ

のような路線を切り変えていかなければならないと、今の発言は受け止めた次第です。こ

うした状況は、特に中山間地域では強く出ていると私は思いますが、そのように理解して

よろしいでしょうか。 

 これはかなり論争的なコメントかもしれません。むしろ小田切先生から伺ったほうがい

いような点かもしれませんが、いかがでしょうか。 

 いずれにしても、かなりこれは重要な論点で、つまりセンサスの設計をどのような方向

に持っていくかということに関わります。吉村先生の話に引き付けますと、資源量の把握

や母集団の整備については悉皆調査で網をかけて漏れなく把握し、その中の個々の経営に

ついては標本調査で詳細に押さえていくという、そうした提案とも重なってくると思いま

すが、どうでしょうか。 

○小田切座長 いかがでしょうか。時間の関係で私が引き取らせていただきたいと思いま

すが。 

 今の議論は確かに地域調査と経営体調査のプライオリティの問題につながってくるとい
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うふうに思います。しかし、それは結論的に言えば、産業も生活もともに発展するという

のがやはり望ましい方向だろうというふうに思いますので。そのために６次産業なり、あ

るいは女性の起業などの動きがあるんだろうというふうに私は思います。 

 その場合、統計面で重要なのは、今の地域調査ではどうしても非農家の把握に限界があ

るということで、ところが、先ほど吉村委員が非常にイノベーティブなお話をしていただ

いたのですが、農家住所を使ってしまえば実はＧＩＳ上でいかなるくくりもできてしまう。

それで、同じことを応用して国勢調査に関してもそれができれば、集落界を特定してやれ

ば、国勢調査対象者がいて、農林業センサス調査対象者がいると、そこがはっきりわかる

わけですから。もしそういうことになると、これからの調査の体系も含めて革命的なこと

が起こるのかなというふうに思っております。 

 引き取らせていただいて、大変失礼いたしました。 

 それでは、ちょっと時間の関係もございますので、今のことは恐らく調査の実査ともか

かわりあいますので、最後の論点に移ります。ここでは大山委員からどういうふうに調査

の実査をＰＲするのかなどということも含めて議論があろうかと思います。この調査体系

ですね、実査から最終的な公表に至るまで、何か今まで議論されていないような論点なり

あるいは今後に向けて大きな課題はないかどうか。大山委員に限らず。大山委員、よろし

いですか。強引な回しで申しわけございません。 

○大山委員 いえ。私はこの中でほとんどいる中で唯一研究者でもなければ行政実務でも

なければ、最も国民に近い人間ということで、ちょっと深い話はできないかもしれません

けれども。 

 これだけ大きな調査を、すごくジャーナリスト的な言い方ですけれども、税金を使って、

これだけ有識者で専門、実務の方が考えて、それを政策に貢献するような形で公表して、

場合によっては立法府のほうでもそれを材料にしてという、かなり大事な農業に関する調

査ですよね。 

 皆さんの専門的な議論を今１時間ほど聞いてきたんですけれども、全体の状況として、

恐らく調査にかかるお金はふえない、人も多分将来的にふえる気配はない、でも複雑化し

ている農業の実相もつかまなきゃいけないというこのすごい制約の中で、でも何か新しい

ものを打ち出さなきゃいけないということを考えたときに、例えば、私がニュースをつく

るとしたら、例えばパッとテレビをつけてニュースが始まって、2015年の農林業センサス

がまとまり、新たに農業にかかわるさまざまな産業や従事者が増加していることがわかり
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ました。一方で、中山間地域と言われる伝統的な日本の山村においては、担い手が極端に

減り、耕地面積もさらに減っていることがわかりました、というニュースを私は多分、こ

れ想像ですよ、というのをフジテレビやＮＨＫのニュースのトップでドンと出すわけです

よ。そしてデータについて細かく説明した上で、一方、これについて農業経済の専門家は

このように述べていますといって、小田切先生のインタビューが出たり、それからＴＰＰ

絶対やれと、もうすべて投げ打ってＴＰＰ丸裸で入れと言っている経済学者のインタビュ

ーとか出したりするわけですよ。 

 そのときには、日本の農業が衰退していくのを喜ぶ人はいないと思うので、極めて専門

的・煩雑になったり財政的な制約があったりするかもしれませんけれども、先ほどの議論

や今後の調査システムのあり方にもかかわると思うんですけれども、やはり絶対新しいう

ねりみたいなものを５年ごと、10年ごとでも何か必ず１つ打ち出せるようなことを、厳し

い中でもメイン調査イシューみたいな形で打ち出していったほうが国民的議論の材料にす

ごくなると思うんです。 

 それから、そうは言っても学問的、あとは統計的に非常に意味があって重要な経年変化

をきちっととらえていかないといけないもの、これも重要だと思うので、その２つの柱み

たいなものを常に置いて、政策的な調査のアピール性にも重きを置いたほうがいいのでは

ないかというのを、専門的なこの小一時間ぐらいの議論を聞いて私はジャーナリスト的で

すが思いました。 

○小田切座長 ありがとうございます。調査システムについての考え方、原則を今教えて

いただいたような気がします。特に我々欠けていたのは、新しいうねりをあえてそういっ

たことを予見しながら調査項目を設定するという、そこの部分はひょっとしたら必ずしも

強くなかったかもしれません。ありがとうございます。 

 田中委員は多分それにかかわってかどうか、ご発言をお願いします。 

○田中委員 新たな議論というわけではないのですけれども、私は調査の実査に携わって

いる者の一人ということでの感想ですが、社会経済状況が変化する中、今までとおりの調

査システムでは、精度の高い調査結果は得られないのではないかというのが本音でござい

ます。 

 熱い議論の中、水を差すような話になるかもわかりませんけれども、現実問題といたし

ましては、農林業センサスの調査票の中身や仕組みが複雑で難しいにもかかわらず、調査

活動は統計の素人である調査員さんがやっている自治体が多いという現実がございます。
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回収率を上げなければならない、審査の精度を高めなければならない、一方で、客体や調

査員さんの負担を軽減することが実査担当者の役割とは思っておりますが、なかなか厳し

いものがあります。 

 例えば回収率を上げるための方策として、前回問題提起されましたが、匿名性を維持し

ながら調査票を回収することができないものか、精度を高めるための方策として、他の行

政情報、記録情報などの個人情報を二次利用できないかという課題です。税務情報とか雇

用情報とか、民間の情報などを活用できれば、かなり精度の高い審査ができるのですが、

どうしても個人情報保護の壁があってできないということになります。 

 統計調査にも２：６：２の原則はあると思います。２割の方はきちっと正確に答えてく

ださる。６割の方は大体のところで答えられる。２割の方は絶対に答えたくないというよ

うな兆候はあるように思います。 

 そのような中で、客体からすべての情報を市町村で引き出さなければならないという現

場の悩みがございます。結果的には標本調査のような数になった場合、それを統計学的な

方法で全体の母集団をはかるという方法がないのかなと思います。 

 先ほども申し上げました匿名性ですけれども、封入提出を希望される方が増えています

が、これはご近所の調査員さんには見られたくないという意思表示なんですね。でも、市

町村レベルではある程度信頼してもらえますので、市町村に直接返してもらえる方が回収

率は高くなると思います。しかし、封入ですと後で問い合わせる件数がものすごく多くな

ります。特に収入、作付、売上などの一番重要な情報は空欄になっているということが多

いです。 

 そこら辺を考えたんですけれども、最初の候補名簿の段階では、時間的な余裕を取って、

市町村に直接郵送でいいと思います。それを自分で自計して、それを郵送で返送してもら

う。あらかじめ、名前とか調査区あるいは記号番号などをプレプリントしたものを送り、

連絡先欄を記入の上返していただき、それを市町村で管理する。調査員に調査票を配る際

には整理番号のみ配るなどです。 

 さらに、寄合がたくさんありますので、寄合の場に一堂に集まっていただき、そこで調

査票の記入もしていただくなど。できれば、農協の方々に業務を委託できればと思ってお

ります。やはり農協が出荷先として一番多いようでございますので、農協に民間委託をす

るということが法的に可能であれば、その手法もあわせて活用させていただいて、市町村、

都道府県がサポートしていくことで、精度が上がるのではないかなというふうに思ってい
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ます。 

 また、客体に負担をかけないためには、やはり調査項目を減らすことになるかと思いま

すので、ほかの調査データを一元的に集めるなど、お手数かかるかもわかりませんけれど

も、本省のほうでそういった何らかの方法をご確認いただき、精度を高めていければと思

っているところでございます。 

 私のほうからは以上でございます。 

○小田切座長 ありがとうございます。 

 先ほど大山委員が整理していただいたセンサスの一種の三重苦の中で、そういう中でよ

り精度を高めるために具体的なご提案をいただきました。 

 実はいただいた時間になってしまっております。どうしても最後に。佐藤委員、お願い

いたします。 

○佐藤委員 すみません、２点お願いというか考えるべき問題だと思っている点がありま

す。１点目は、開示の方法で、やはりせっかくこうやって苦労して集めたデータなので、

使える形にして公表するというのが非常に大事だと思います。例えば市町村別の林業経営

体が組織経営体と家族経営体別に公表されていません。実際には林業の場合には組織経営

体の中に非常に大きな素材生産業者や森林組合、それから公共的な森林経営体という大規

模なところと家族経営体というのが一緒に入っているので、その地域の特性というのが見

えない。最近、市町村で森林整備計画とか森林ビジョンとか計画をつくる担当者のほうか

ら使えないという声をよく聞きます。その点やはりせっかく集めたデータなので、公表の

仕方は使えるような形にしていただきたい。また、今アクセス数で実際使われたかどうか

の件数がわかると思いますので、その公表の仕方についてはやはりニーズにあったような

形で公表されることを望みます。 

 それから、２番目の点ですけれども、先ほども出ましたけれども、税務当局が持ってい

る行政データを同じ行政（統計調査）が使えないというのは、これはある意味日本の個人

情報保護の行き過ぎではないかというふうに思います。例えば森林の所有者がわからない

という問題が非常に大きくありますけれども、税務当局のほうは税金を請求はしているわ

けですね。あるわけだけれども、そこに行政の中で壁があります。 

 それについては、例えば私ノルウェーの森林林業を少し研究しているのですけれども、

ものすごく精度が高い統計があるんですね。毎年森林所有規模別に経営実態がわかってい

ます。何でかなと思ったら、全部納税情報をまとめて公表していて、それは日本からでも
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見られるんですね。そういった形で、やはりせっかくの行政データを個人情報は出さない

までも、それを行政の中できちんと使っていくという方向性も今後考えなければならない

んじゃないかというふうに思います。ぜひ、ほかの国がどういうふうな形で集めているか

ということも含めて、将来的に検討いただければというふうに思います。 

 以上です。 

○小田切座長 ありがとうございました。 

 時間が過ぎておりますが、田中委員がこちらを見つめておりますが、よろしいですか。 

○田中委員 先ほどの補足みたいなものなのですけれども、調査の手法ということで、前

回の経済センサス活動調査のときには、本調査の前に母集団整備を２年前に行ってそこで

構造をつかむ調査を行っています。そのときに大規模か中規模か小規模かということで、

本調査では実施主体を変えて、直轄調査でやったり、調査員調査でやったりと組み合わせ

て調査をしています。そういったやり方も必要だと思いますし、組織経営体に対してはオ

ンライン調査も取り入れていただけるといいのではないかと思います。オンライン調査は

整合性もチェックしますので、そういったものも取り入れていただきたいと思っておりま

す。 

○小田切座長 ありがとうございました。 

 吉田委員からもサインが出ておりましたので、お願いいたします。 

○吉田委員 申しわけございません。１つだけ。私、最初に言いましたように、就業構造、

産業構造を見るデータとして非常に期待しているところであります。そういう意味では、

労働力に関する調査は、例えば世帯員については非常に詳しい。一方で、雇った人につい

ては常雇なのか臨時雇なのか、全部で何人で何日なのかとしか出てこないわけです。一人

当たりの付加価値額が農業は実はそんなに低くないと思うんですね、経営としてやってい

るところは。非常に年齢の高い人たちあるいはわずかな日数しか働いていない人も入れて

一人当たりの付加価値が計算されておりますから、いかにも生産性が低い産業であるかの

ような見られ方をするので、先ほどの外出しも含めて、そのところがちゃんと見られるよ

うに、労働人口のところを把握していただきたい。一方で、家族のところは働いていない

人のことまで調べる必要があるのか。これはプライバシーのことも含めて非常に思うとこ

ろであります。 

 すみません、以上です。 

○小田切座長 ありがとうございました。 
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 時間になってしまいました。大変展望性がある議論をいただいたと思います。あるいは

具体的に詰めていくと、2015年ごろから2020年、2025年にならざるを得ないような非常に

重たい議論もいただいたように思います。そういう意味で未来のセンサスの議論としてふ

さわしい内容だったというふうに思います。 

 それでは、これで２番目の議題を閉じさせていただいて、最後の議題として資料６番に、

東日本大震災被災地における2015年農林業センサスのあり方についてというのがございま

すので、大変恐縮ですけれども、簡単に事務局からご説明をお願いいたします。 

○矢口農林業センサス統計第１班担当課長補佐 それでは、資料ナンバー６で簡単にご説

明します。 

 東日本大震災被災地における2015年農林業センサスのあり方ということでございますけ

れども、第１回の研究会でスケジュールを提示したところでございます。その東日本大震

災被災地で、１つは名簿について、従来どおりのやり方でできるかどうか。２つ目に、農

業集落の設定、３つ目に調査員の確保といったところを従来どおりできるかどうか、でき

ないとすればその地域はどこかということを情報収集しながら、それをもとに、具体的に

は東北３県、津波被災の特に被害が大きかった岩手県、宮城県、福島県へ出向いて意見交

換を実施してまいりたいというふうに考えておるところでございます。 

 また、このほか、調査票の案についても現地実態把握するということとしておりまして、

調査関係者、市町村や調査員、調査対象者などの関係者と意見交換も都道府県と調整の上、

今後実施してまいりたいということであります。 

 また、調査票の案について、最後に１つ申し上げたいのは、第１回の研究会でもこれも

申し上げたとおり、省内政策部局との協議を行って12月に実施する予定の試行調査での調

査票案を作成、そして提示といったことをしてきたところでありますが、現段階でまだ一

部でその政策的なものから要望を上げたいというところもございまして、場合によっては

３回目の研究会に調査項目の追加等の提示を行う可能性があるということだけご連絡させ

ていただきます。 

 以上でございます。 

○小田切座長 ただいまの事務局からのご説明、何かご質問ご意見ありますでしょうか。

よろしいですか。 

 それでは、議事を閉じていきたいと思いますが。 

 何より、本日３名のアドホックメンバー、有識者の皆様には経験を踏まえた貴重なご提
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言をいただきました。まことにありがとうございました。 

 最後に、来年２月に開催される予定の第３回研究会のご検討課題について、お知らせさ

せていただきたいと思います。第３回の研究会については本年12月に実施する試行調査結

果や現地実態調査の結果を踏まえて、2015年センサスについて具体的な調査方法や調査項

目、さらには広報のあり方について専門家を交えてご検討いただくことを予定しておりま

す。 

 当然、今日議論していただいた中には2015年センサスで対応可能な事項も入っておりま

したので、未来に向けての論点、あるいは2015年に向けての論点、それを事務局で峻別し

ていただいて、2015年にできる論点はその際にお示ししていただきたいというふうに思っ

ております。 

 本日予定されている議題については以上でございます。 

 皆様方から何かございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、先ほども申しましたように、展望性のある議論、詳細な議論、なおかつ長時

間にわたっての議論をこの夜中にしていただきまして、本当にありがとうございます。 

 それでは、司会を事務局に移したいと思います。 

○今野センサス統計調整官 本日はたくさんの貴重なご意見をいただきましてありがとう

ございました。今座長からもありましたとおり、本日いただいたご意見につきましては事

務局で今後検討させていただきたいと思います。 

 それでは、これをもちまして、第２回農林業センサス研究会を閉会させていただきます。 

 本日はどうもありがとうございました。 

 


